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令和２年度診療報酬改定に向けた議論（１ラウンド）の概要

１ １ラウンドでの議論の経過等について

令和２年度診療報酬改定に向けた検討の１ラウンドとして、中央社会保険医

療協議会総会においては、大きく次の観点から議論を行った。

① 患者の疾病構造や受療行動等を意識しつつ、年代別の課題の整理

② 昨今の医療と関連性の高いテーマについての課題の整理

秋からの２ラウンドの検討を進めるにあたり、これまでの主な議論とその論

点の概要を整理した。

秋からの検討においては、概ね従前のように、外来・入院・在宅・歯科・調剤

といった個別テーマに分けて、これまでの診療報酬改定での検討項目、平成 30

年度診療報酬改定に係る答申書附帯意見、他の審議会等の議論等を踏まえ、具体

的な診療報酬における評価に向けた検討を進めることとする。

２ 検討を行った主なテーマについて

○ 年代別・世代別の課題

（その１）

・ 乳幼児期～学童期・思春期

・ 周産期

（その２）

・ 青年期～中年期

・ 高齢期

・ 人生の最終段階

○ 昨今の医療と関連性の高いテーマについての課題

（１）患者・国民に身近な医療の在り方について

・ 患者・国民から見た医療について

・ かかりつけ医機能等の在り方について

・ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の在り方について

（２）働き方改革と医療の在り方について

・ 働き方改革に係るこれまでの経緯

・ 働き方改革に資する取組
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（３）科学的な根拠に基づく医療技術の評価の在り方について

・ 新たな技術を保険適用する際の評価の在り方

・ 既に保険収載している技術の評価の在り方

・ 良質なエビデンスを創出するための環境整備の在り方

（４）医療におけるＩＣＴの利活用について

・ 遠隔医療について

・ 情報共有・連携について

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

（医薬品）

・ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（医療機器）

・ 医療機器の効率的な利用について

・ 医療機器の有効・安全な利用について

（６）地域づくり・まちづくりにおける医療の在り方について

・ 地域の状況を踏まえた入院医療の在り方について

・ 地域における情報共有・連携について

・ 医療資源の少ない地域等における医療提供体制について

（７）介護・障害者福祉サービス等と医療の連携の在り方について

・ 地域包括ケアシステムの構築に向けた介護サービスとの連携について

・ 精神疾患に係る施策・サービス等との連携について

・ 障害児・者に係る施策・サービスとの連携について

（８）診療報酬に係る事務の効率化・合理化及び診療報酬の情報の利活用等を見

据えた対応について

・ 診療報酬に係る事務の効率化・合理化について

・ 診療報酬の情報の利活用等について
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３ 各テーマにおける論点・課題と主な意見

年代別の課題の整理においては、

・発達障害児・者や慢性的な疾患を抱える子どもなど、学童期以降も継続的に

ケアが必要な患者への対応が必要ではないか

・働く世代は、生活習慣病への対策も重要ではあるが、女性に多く見られる疾

患など、生活習慣病以外への対応や、働きながら治療ができるようにするこ

とも重要であり、さらなる取組が必要ではないか

・高齢者への対応は、市町村の取組、保険者の取組、かかりつけ医の役割等を

整理しながら議論を進めることが必要ではないか

といった議論を行った。

これらの課題については、以降の各テーマの議論に反映し検討を進めた。

（１）患者・国民に身近な医療の在り方について

① 患者・国民から見た医療等について

（論点）

○ 医療機関間の適切な役割分担を図るため、患者・国民が求める役割等を踏ま

えたかかりつけ医機能の在り方について、どのように考えるか。

○ 医療機関の機能の分担及び業務の連携の更なる推進のため、紹介状なしの

大病院受診時の定額負担の在り方について、どのように考えるか。

（主な意見）

○ 選定療養費の徴収が可能となっている 200 床から 399 床の地域医療支援病

院について、既に 90％強が選定療養費の徴収を行っていることや、地域医療

支援病院の役割を鑑みれば、地域における医療アクセスを阻害しないよう留

意が必要であるが、定額負担を責務とすることについて検討する必要がある

のではないか。

○ 患者に特別な事情がない限り、まずはかかりつけ医に行くという意識を持

ってもらうために、定額負担の対象病院をさらに拡大することについて検討

する必要があるのではないか。

（現状と課題）

○ わが国の医療の状況に対する全体的な満足度については、複数の調査にお

いて、経年的に上昇傾向している。

○ 国民１人当たりの医療費負担について、「重いと感じる」「やや重いと感じる」
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人が約７割を占め、医療費負担の重さを感じる点については、「保険料」が約

６割と最も多い。

○ 外来の受診回数については、乳幼児期から年齢が上がるにつれて減少傾向

となり、20-24 歳で最小となった後、増加傾向となり、80-84 歳で最大となる。

○ 外来の受診回数が多い疾患については、年齢層ごとに異なる傾向を示す。

○ 紹介状なしで外来受診する患者の割合については、全体的に減少傾向であ

り、特に、平成３０年度診療報酬改定より定額負担の仕組みの対象となった病

院において、大きく減少した。

○ 大病院受診時定額負担の仕組みの認知度について、仕組みがあることを知

っていた人の割合は、いずれの病院区分においても６割を超えており、特に選

定療養費徴収不可病院においては、約８割と最も高い。

○ 初診患者における定額負担の仕組み対象病院を受診した理由については、

「どの診療科に行けば良いか分からないが、この病院は診療科の種類が多く、

様々な病気に対応してくれるから」との回答割合が最も高かった。

② かかりつけ医機能等の在り方について

②－１ かかりつけ医機能について

（論点）

○ かかりつけ医機能の評価について、これまでの診療報酬改定における対応

を踏まえ、専門医との連携や他職種との連携等を含め、どのように考えるか。

（主な意見）

○ かかりつけ医機能の評価を充実していくことは重要である。

○ かかりつけ医機能について、しっかりと国民の理解を得ることが必要であ

る。

○ かかりつけ医に対する患者側の意識というのは、まだまだ醸成されていな

いのではないか。

○ かかりつけ医機能の在り方については、医師と患者の信頼関係、患者の病歴

や健康状態の把握等は特に必要な要素ではないか。これは、薬剤師、歯科医師

のかかりつけ機能についても同様と考える。

○ 患者の受療行動を診療報酬上の対応により変えていくことが重要であり、

患者をかかりつけ医へと誘導するための評価の在り方について検討する必要

があるのではないか。

○ かかりつけ医機能を評価する機能強化加算については、算定状況等のデー
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タを示していただきながら、有効に機能しているかどうかなども含めて検討

する必要があるのではないか。

○ 機能強化加算は何でも相談でき身近で頼りになる医療機関の体制を評価す

る点数であり、一定以上の技術を提供する体制をとっている医師であること

を明示できるような何らかの仕組みが必要ではないか。

○ すべての診療所がかかりつけ医機能を持つのは現実的に難しいが、地域包

括ケアを推進するにあたっては、在宅医療を含む地域医療への貢献が基本と

考える。

○ 複数の医療機関を受診する場合のポリファーマシーが問題であり、かかり

つけ医が一元的に服薬の状況を管理できることが望ましい。

（現状と課題）

○ 平成３０年度検証調査における、かかりつけ医に関する患者及び施設の認

識は以下のとおり。

・かかりつけ医を決めているのは、初診患者の５～６割、再診患者の９割

・患者がかかりつけ医に求める役割のうち多いのは「どんな病気でもまずは相

談に乗ってくれる」、次いで「必要時に専門医、専門医療機関に紹介してく

れる」

・施設が有すると考えているかかりつけ医機能のうち多いのは「必要時に専門

医、専門医療機関に紹介する」、次いで「要介護認定に関する主治医意見書

を作成する」「生活習慣病の予防を含めた健康な生活のための助言や指導を

行う」

○ 医療機関のかかり方について、「最初に決まった医師を受診し、その医師の

判断で、必要に応じて病院等の専門医療機関を受診する」という意見に「賛成」

「どちらかといえば賛成」と回答した人は約５割を占めた。

○ 医療機関間の適切な役割分担を図る観点から、平成３０年度診療報酬改定

において、かかりつけ医機能に関連する以下の評価等を充実。

・かかりつけ医機能を有する医療機関における初診機能

・地域包括診療料等の施設基準の緩和

②－２ かかりつけ歯科医機能について

（論点）

○ かかりつけ歯科医機能の評価について、口腔疾患の重症化予防のための継

続的な管理を通じた地域住民の健康の維持・増進を図る観点から、これまでの

診療報酬改定における対応を踏まえ、どのように考えるか。
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（主な意見）

○ 口腔疾患の重症化予防等の継続的管理を含む、かかりつけ歯科医機能を果

たしていくことが、患者・国民の健康維持につながると考える。

○ かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所について、平成３０年度診療報酬

改定の影響を把握した上で必要に応じて検討する必要があるのではないか。

○ 院内感染防止対策は、医療を提供するうえで基本的なことである。院内感染

対策を推進する観点から、院内感染防止対策の在り方について引き続き検討

する必要があるのではないか。

（現状と課題）

○ 直近で受療した歯科医師・歯科医院を選んだ理由は、「かかりつけの歯科医

だから」が最も多く、約 46％であった。

○ かかりつけ歯科医がいる者の割合は約 63％であった。

○ かかりつけ歯科医の機能として、口腔疾患の重症化予防のための継続的な

管理を通じて、地域住民の健康の維持・増進に寄与すること等が挙げられる。

○ 平成３０年度診療報酬改定において、かかりつけ歯科医機能強化型歯科診

療所の施設基準にかかる要件の見直しを行った。

②－３ かかりつけ薬剤師・薬局機能について

（論点）

○ かかりつけ薬剤師・薬局の推進について、現在の普及状況や複数の薬局を利

用する患者が一定数いることなどを踏まえ、どのように考えるか。

（主な意見）

○ 病院に就職する薬剤師が少なくなっている。医療機関での薬剤師業務を評

価することについて検討する必要があるのではないか。

○ 地域に貢献している薬局と調剤に偏重する薬局との間において、調剤報酬

上の差別化をさらに進めることについて検討する必要があるのではないか。

○ 調剤基本料１以外を算定する薬局に患者がお薬手帳を持参した場合、患者

の支払額が安くならない点は見直す必要があるのではないか。

（現状と課題）

○ 「薬機法等制度改正に関するとりまとめ」において、医薬分業の現状、今後

の在り方等がまとめられている。

○ 患者が薬局を選ぶ上で考慮する理由として、医療機関から近いことを挙げ
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る割合は全年代を通じて多い。ただし、年齢があがるにつれて、信頼できる薬

剤師の存在等を挙げる割合が増える。

○ 受診する医療機関が増えるほど、来局する薬局数も増える傾向にある。３箇

所以上の薬局に来局する患者も一定数いる（３箇所の医療機関を受診する場

合で約２０％）。

○ かかりつけ薬剤師指導料の算定実績は全体の約 1.5％程度で、算定回数は最

近は横ばい。

○ かかりつけ薬剤師を持つ患者では、①残薬整理、②検査値の活用、③調剤後

の電話での状況確認、④時間内／時間外を問わない相談について、「受けたこ

とがある」、又は「受けたことがないが今後受けてみたい」と回答したのは７

割～８割程度。

○ かかりつけ薬剤師では、処方医への疑義照会や重複投薬防止の取組の割合

が通常よりも高いというデータがある。

○ お薬手帳を持っていくと患者負担が少なくなることを約７割の患者が知っ

ており、６ヶ月以内に薬局を再来局した患者では、約７割がお薬手帳を持参し

ていた。

③ 患者にとって必要な情報提供や相談支援の在り方について

③－１ 患者への情報提供について

（論点）

○ 患者・国民に対する、医療機関等の選択を適切に行うために必要な情報提供

や、受けた医療の内容に関する情報提供の在り方について、どのように考える

か。

（主な意見）

○ かかりつけ機能を持った医師、歯科医師、薬剤師が患者の身近にいて相談で

きることが重要である。

○ 医療機関の担う機能について、わかりやすく情報提供できるようにしてい

く必要があるのではないか。

○ 様々な情報提供の内容、やり方等があるので、情報提供とひとくくりにせず、

それぞれにかかる負担等をしっかり考える必要がある。

○ 明細書の機能の更なる周知や 100％自己負担がない患者にも明細書を発行

する必要があるのではないか。
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（現状と課題）

○ 都道府県は、医療機関の情報を患者・国民へ提供するためのホームページを

設けているが、その認知度は低い。一方で、利用者のうち、役立ったと回答し

た者の割合は、約９割と高い。薬局でも同様に情報提供のホームページが設け

られている。

○ 一部の加算や指導料等において、文書による交付・説明を要件としている

○ 薬局・医療機関では、薬剤情報提供文書のほか、患者向け医薬品ガイドや RMP

資材等が活用される場合がある。

○ 電子レセプト請求を行っている病院、診療所、保険薬局については、明細書

の無料発行を義務づけている。

※ 診療所については、正当な理由がある場合、当分の間、患者から求められたときに

交付する、交付を有償で行う、交付を要さないなどの措置が設けられている。

○ 全ての患者に明細書を発行していない診療所数は減少傾向であり、明細書

を受け取れることに関する患者の認知度も高い。

③－２ 患者相談・支援について

（論点）

○ 患者等からの相談に幅広く対応し、患者・国民が、それぞれの実情に応じて、

住み慣れた地域で継続して生活できるような相談・支援の在り方について、ど

のように考えるか。

（主な意見）

○ 入院ではなく通院治療で対応できる疾患の患者が増えており、医療機関の

外来における病気・治療に関する相談対応や、在宅における療養支援の重要性

が増してきている。

○ 治療と仕事の両立支援については、特に産業医のいない５０人未満の事業

所に勤務する方々へのサポートをしっかりやることが必要である。また、対象

疾患を広げたり、算定要件を見直したりする必要があるのではないか。

○ 入退院支援の強化は、さらに進めていくべきである。介護との連携等を含め、

患者に寄り添った相談支援体制が重要ではないか。

○ 生活習慣病について、早期発見、早期対応は重要であり、特定健診や特定保

健指導において保健師等が積極的な受診勧奨を行うものの、重症化して外来

受診することも多い。生活習慣病に対して切れ目のない支援や、他制度との連

携を検討する必要があるのではないか。

○ NICU からの退院支援については、適切な指導ができる知識や技術により児
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の成長発達を踏まえることが重要であり、人員配置のみならず退院支援の質

の観点からも検討する必要があるのではないか。

○ 妊娠と薬情報センターのような施設は現場にとって心強い。薬局で妊産婦

の薬物治療に関する相談を受けた場合、主治医との連携はもちろん同センタ

ーとの連携にも取組むことも必要ではないか。

（現状と課題）

○ 医療機関を受診した患者のうち、５割以上が医師・看護師・管理栄養士など

から生活習慣上の助言や指導を受けており、特に、腎不全、糖尿病、脳血管疾

患、心疾患、高血圧性疾患等の生活習慣病患者において、助言や指導を受けた

者の割合が高い。

○ 平成２４年度から、患者等からの相談に幅広く対応できる体制をとってい

る医療機関に対する評価を設けており、その算定件数は増加傾向。

○ 平成３０年度診療報酬改定において、がん患者の治療と仕事の両立の推進

等の観点から、療養・就労両立支援指導料等を新設。

○ 平成３０年度診療報酬改定において、入院前からの支援の強化や、退院時の

地域の関係者との連携の推進等の観点から、退院支援加算及び退院時共同指

導等の評価を見直し。

○ 薬局において、病院薬剤師との連携や退院時カンファレンスへの参加がで

きているとの回答は少ない。一方、主治医、ケアマネージャーとの連携はでき

ているとの回答は比較的多い。

③－３ 安全・安心な医療の提供について

（論点）

○ 医療安全対策の評価に関して、平成３０年度診療報酬改定における見直し

を踏まえ、どのように考えるか。

（主な意見）

○ 医療安全対策については、診療報酬における医療安全対策加算の見直しな

どのこれまでの取組を踏まえつつ、必要な対応について検討することが必要

ではないか。

（現状と課題）

○ これまで、国においては、平成１３年の医療安全推進室の設置以降、平成１

４年に策定した「医療安全推進総合対策」を踏まえ、平成１６年には、特定機
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能病院に、医療事故情報等の報告の義務付けや、平成１９年からは、病院及び

有床診療所に加え、無床診療所、助産所においても、医療安全管理体制の整備

を求めることや、都道府県に医療安全支援センターを設置することを義務付

けるなど、各種施策に取り組んできた。

○ 診療報酬においては、平成３０年度改定において、医療安全対策加算に医療

安全対策地域連携加算を新設するとともに、既存の点数についての見直しを

実施している。

（２）働き方改革と医療の在り方について

① 働き方改革に資する取組

①－１ 医療機関内での取組

（論点）

○ 医療機関の、院内での労務管理や労働環境の改善のマネジメントシステム

の在り方についてどう考えるか。

○ これまで診療報酬で対応している、勤務環境改善に資する取組みや、算定の

要件として求めている業務内容について、働き方改革の方向性や医療の質を

確保する観点等を踏まえながら、どう考えるか。

（主な意見）

＜マネジメントについて＞

○ 医療機関内おけるマネジメントに対する取組などやるべきことはやるとい

う前提で、その取組に資する診療報酬の在り方について検討する必要がある

のではないか。

＜働き方改革に伴うコストについて＞

○ 働き方改革により医療従事者の勤務体系が変わり、人件費等の増加が見込

まれるため、入院基本料の在り方を検討する必要があるのではないか。

○ 入院基本料の議論を行う前に、非効率な医療がないか検証する必要がある

のではないか。

○ 医師の働き方改革に取り組むことは、医療を受ける患者・国民の医療安全に

資するものであり、それを支えるためには一定財源が必要である。

○ 医師の働き方改革に伴って追加的に生じるコストを患者が負担することに

ついては非常に違和感を覚える。
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○ 大病院の負担軽減を図るべく患者の受療行動を変えるために、診療報酬上

における方策を考える必要があるのではないか。

＜歯科医師、薬剤師、看護師の働き方改革について＞

○ 歯科医師についても、実態を把握した上で対応をとる必要があるのではな

いか。

○ 日本は世界一薬剤師を養成しているにもかかわらず病棟では薬剤師が不足

しているのは構造的な問題が考えられるのではないか。最大の要因は給与差

と考えている。

○ 医療経済実態調査の結果によれば、医療機関の薬剤師の平均給与は薬局の

管理薬剤師でない一般の薬剤師よりも高く、給与面だけの問題ではないので

はないか。

○ 病棟薬剤師の役割は大きいが中小病院では薬剤師が不足している。このよ

うな状況も踏まえ、病棟薬剤師の評価や配置要件について検討する必要があ

るのではないか。

○ 看護職員の仕事に対する多様性を受け入れる環境をつくるためには、現在

の月平均夜勤時間７２時間要件や２人夜勤体制について、働き方改革の観点

から、柔軟なやり方を検討する必要があるのではないか。

○ 患者への安全な医療を提供しつつ、働き方改革の推進・看護職員の健康管理

を適切に行う観点から、月平均夜勤時間７２時間要件については、継続してい

く必要があるのではないか。

＜業務の効率化やタスク・シフティング等について＞

○ 薬局から医療機関への問い合わせについては、予め対応方針を合意してい

る簡素なもの関しては対応を省力化し、負担軽減を図っていく必要があるの

ではないか。

○ 看護職員へのタスク・シフティングについて、特定行為研修の修了看護師は

増加しているが、必ずしも現場で活用されていない。また、1,860 時間の時間

外労働を超えているのは大学病院がほとんどであるが、一般の看護職員が実

施可能な静脈注射や採血をしていないというデータもあり、それらの対応に

ついて検討する必要があるのではないか。

○ 書類作成、研修の受講、会議への参加等の診療以外の業務負担や事務作業に

ついて、ＩＣＴ等も活用しながら、更なる効率化と合理化について検討する必

要があるのではないか。

○ 医師事務作業補助体制加算について、中小規模の病院が施設基準を満たし

にくいという状況について検討する必要があるのではないか。
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○ 地方においては、民間の中小病院が医療提供体制を支えており、実情に即し

た形の評価ができるかという視点で検討することも必要ではないか。

＜人員等の配置にかかる要件の見直しについて＞

○ 専従の医師、看護師等の配置要件については、医療提供の質の確保に配慮し

つつ、より弾力的な運用が可能となるような見直しについて検討する必要が

あるのではないか。

○ 人員配置の合理化については、医療の質の確保を前提として、項目一つずつ

について慎重に議論を行う必要があるのではないか。また、労働条件の悪化に

つながるような緩和は慎重に検討する必要があるのではないか。

（現状と課題）

○ 医療機関の勤務環境の改善のためには、院内での労務管理や労働環境の改

善のマネジメントシステムを機能させる必要がある。これまで診療報酬にお

いても、病院勤務医の負担軽減及び処遇改善に資する体制への評価を行って

きた。

○ 例えば、総合入院体制加算においては、病院に勤務する全医療従事者を対象

とした負担軽減及び処遇改善に資する体制の整備を要件とした。

○ また、個別の取組について、診療報酬においては、以下について評価等を行

っている。

・タスク・シフティングの推進

医師事務作業補助体制加算をはじめとした、他職種へのタスク・シフティン

グに資する体制の評価を行っている。また、看護師の特定行為研修制度のパ

ッケージ化が進められており、今後は研修を修了した看護師の数は増加す

る見込みである。

・人員配置の合理化

診療報酬の各項目において、一定の質の担保等のために人員の配置を要件

としている。これまで、医療の実態により応じた要件となるよう、常勤要件

の明確化やその他の要件の見直しを行ってきた。

・チーム医療・複数主治医制等の推進

医療の質向上のため、チーム医療の推進に資する体制への評価を行ってい

る。また、一部の項目においては、算定の要件として複数主治医制等を求め

ているものがある。

・書類作成・研修要件等の合理化

一部の診療報酬においては、算定の要件として、診療録への記載や書類作成、

研修の受講等を求めているものがある。
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○ 病棟薬剤師の配置が医師の負担軽減に効果があるとの肯定的な評価が多い。

一方で、病棟薬剤業務実施加算の届出を行っている病院は全体の約 20％で、

病床が少なくなるにつれて届出率も低くなる。届出ができない理由として「薬

剤師の不足」を挙げる場合が最も多い。

○ 医療機関と薬局間での「事前の取り決め」により、薬局からの問い合わせを

簡素化している医療機関がある。

①－２ 地域全体での取組み（救急・小児科・産科領域における取組）

（論点）

○ これまで救急医療や小児・周産期領域等で評価している、診療所で行う救急

患者への診療や、病院での手厚い体制に対する評価について、働き方改革の方

向性や、質の高い医療を確保する観点等を踏まえながら、どう考えるか。

（主な意見）

○ 十分な人員を配置できないものの救急医療を提供する体制を確保している

医療機関に対する評価について検討する必要があるのではないか。

○ 働き方改革を実現していく過程において、地域の医療提供体制の効率化も

あわせて進めていかなければ、地域医療が崩壊しかねない。

○ ハイリスク妊産婦指導料の対象について、現行、精神疾患の患者に限られて

いるが、産後の適切なフォローは、生活習慣病への移行のリスクの観点から重

要であることから、妊娠合併症の有病率が高い妊婦の糖尿病についても対象

として検討する必要があるのではないか。

○ ハイリスク妊婦が増えている一方、分娩取扱い機関が減少しており、ハイリ

スク妊産婦への医療サービス確保に係る産科医の負担軽減策に加え、産前か

ら育児期まで切れ目なく支援を継続するためにも、産科外来への助産師の配

置が有効ではないか。

○ 訪問看護の利用者で難病や医療的ケア児に該当する子どもの割合が増えて

おり、小児や重症者への対応力が高い訪問看護が十分に地域提供されること

が重要ではないか。

○ 働き方改革の中で産科医の過重労働、長時間労働への対応として、助産師の

関与は重要であるが、低リスクの妊娠であっても異常が生じれば、産科医の速

やかな対応が求められる。院内助産の実施については、地域差が大きいことか

ら、その要因を明確にし、助産師の供給の面からも検討する必要があるのでは

ないか。
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（現状と課題）

○ 地域の医療提供体制を確保する観点から、都道府県は医療計画を策定し、医

療提供の量を管理するとともに、質の高い医療を受けられる体制を整備する

こととしている。

○ 救急医療や小児・周産期領域においては、医療提供体制の確保に資する取組

に対して診療報酬においても評価を行っている。

○ 救急医療については、第三次救急医療の中でもより質の高い医療を提供す

る医療機関への重点的な評価や、診療所における救急患者への診療の評価を

行っている。

○ 小児・周産期領域においては、医療提供体制を効率化するための再編統合を

含む集約化・重点化が必要とされている。診療報酬においては、これまで手厚

い人員配置等に対する評価を行っている。

（３）科学的な根拠に基づく医療技術の評価の在り方について

① 新たな技術を保険適用する際の評価の在り方

（論点）

○ 新たな技術を保険適用する際、その技術の有効性及び安全性が既存の技術

と同等であった場合に、診療報酬上どのような評価とするのが適当か。

○ 医療技術評価分科会において、既存の技術と同等程度の有効性及び安全性

があるとされた医療技術については、平成３０年度診療報酬改定の考え方と

同様に、今後も診療報酬上においては同等の評価として保険適用を行うこと

について、どう考えるか。

（主な意見）

○ 平成３０年度診療報酬改定の方針にも沿ったものであり、方向性は妥当と

考える。一方で、保険適用後に有効性等の新たなエビデンスが確認できるよう

なことであれば、再評価をしていくことも重要ではないか。

（現状と課題）

○ 革新的であるが非常に高額な医療技術の登場により、我が国の医療保険財

政への影響が懸念される一方、医療の質を向上させていく上で、医療のイノベ

ーションを適切に評価する仕組みが求められている。

○ 平成３０年度診療報酬改定において、ロボット支援下内視鏡手術や粒子線

治療といった高額な新規技術に対して、既存の技術と同等程度の有効性及び
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安全性があるとされたものは、診療報酬上は既存技術と同じ評価として保険

適用を行った。

② 既に保険収載している技術の評価の在り方

（論点）

＜既存技術の再評価について＞

○ 既に保険収載されている医療技術については、診療報酬改定時にその時点

で得られているエビデンスを基に、診療報酬点数や要件（適用範囲、施設要件

等）を再評価することとなる。

○ 新たなエビデンスを医療技術評価分科会で評価するにあたり、必要に応じ

て、中立的な立場から行われた専門的な評価を活用するなどの方策を検討し

てはどうか。

＜指針、ガイドラインについて＞

○ 保険収載されている医療技術の有効性及び安全性を確保する観点から、算

定留意事項や施設基準等で言及している指針やガイドライン等については、

関連学会等の協力の下、更新時期や新たな知見が反映されているか等の現状

把握が必要ではないか。

＜新たな知見の蓄積や検査法の普及について＞

○ 既に保険収載されている医療技術については、医療の質の向上及び診療報

酬点数表の簡素化等の観点から、新規技術の開発や新たな知見の集積等に伴

い、評価を見直すことについてどう考えるか。

○ 例えば、より精度の高い検査法が普及したため臨床的有用性が低下した検

査の評価について、どう評価するのが適当か。

○ また、臨床上実施されていない医療技術・検査や、ガイドラインでの取り扱

いが変更となった医療技術については、学会からの報告等をもとに、分科会で

の検討も踏まえ、項目の見直しや削除を行うことについてどう考えるか。

（主な意見）

＜既存技術の再評価について＞

○ 中立的な立場から行われた専門的な評価を活用するにあたり、評価機関を

明確にしておく必要があるのではないか。また、再評価の透明性が担保される

ことが必要であり、公的な特定評価機関の設置など、体制整備として早急に検

討する必要があるのではないか。
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○ 費用対効果評価制度における公的分析班の枠組みの活用など、現状の限ら

れた人材の中で、効率的に実効性を上げる体制整備が必要ではないか。

＜指針、ガイドラインについて＞

○ 各学会のガイドラインの見直し状況などについて、現状把握やその体制整

備が必要ではないか。

＜新たな知見の蓄積や検査法の普及について＞

○ 新たな知見の収集に伴い、臨床上の位置付けが変化した技術の評価を見直

すというのは当然である。

○ 臨床で実施されていない医療技術や検査を保険適用外とする方向で検討す

ることは妥当ではないか。

○ 項目の見直しにあたっては、医療現場に混乱が生じないような配慮が必要

ではないか。

（現状と課題）

＜既存技術の再評価について＞

○ 既存の技術と同程度の有効性及び安全性があるとされた技術について、平

成３０年度改定では診療報酬上同等の評価とした。一方、関連学会等からはこ

れらの医療技術について診療報酬上の評価を検討すべきとの意見がある。

○ 保険収載後に得られた新たなエビデンスに基づく再評価については、すで

に医療技術評価分科会における既収載技術の再評価、特定保険医療材料の使

用成績を踏まえた再評価（チャレンジ申請）及び費用対効果評価制度の一部な

どにおいても行う仕組みがある。

＜指針、ガイドラインについて＞

○ これまで、個々の医療技術の有効性及び安全性を確保するための方策のひ

とつとして、保険診療における算定留意事項や施設基準において、関連学会等

が定める指針やガイドライン等を遵守することを規定してきた。

○ こうした指針やガイドラインについては、新たな知見が得られた場合には

学会等により必要な見直しが行われ、結果として保険診療の質が確保されて

いると考えられるが、現時点では見直しの状況について必ずしも把握できて

いない。
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＜新たな知見の蓄積や検査法の普及について＞

○ 医療技術の進歩や新たな知見の集積等によって、保険適用時とは異なる有

効性・安全性の評価がなされ、ガイドラインや実際の診療における位置づけが

変化している技術が存在している。

○ 検査については、同一の測定項目に対して様々な検査法があり、その精度に

よって検査結果に乖離がある場合がある。また、新規技術による検査法の普及

により、臨床的有用性が変化した検査も存在する。

③ 良質なエビデンスを創出するための環境整備の在り方

（論点）

○ 先進的な医療技術であって、保険収載時にエビデンスが必ずしも十分でな

いとされるものについては、保険収載後にデータやエビデンスを集積し、その

有効性や安全性を確認するため、レジストリへの登録を算定要件とする等の

対応を行うことについてどのように考えるか。

（主な意見）

○ 保険収載後の実臨床で得られたデータを活用してエビデンスを構築すると

いった取組は非常に重要である。

○ 先進的な医療技術については、レジストリを要件とするなどの対応はふさ

わしいものではないか。

○ レジストリの分析評価を行う際に公的機関を設置するのであれば、利益相

反に関して厳格な体制が必要ではないか。

（現状と課題）

○ 近年、保険収載後の実臨床で得られたデータを活用し、エビデンスを構築し

ていく取組みが増えつつある。

○ 平成３０年度診療報酬改定においては、ロボット支援下内視鏡手術や性別

適合手術の保険収載に当たり、症例登録（レジストリ）に参加する等の要件を

設けた。
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（４）医療におけるＩＣＴの利活用について

① 遠隔医療について

（論点）

○ オンライン診療は、対面診療と補完的に組み合わせることで、医療の質の向

上に資するものについて、普及状況の検証結果等を踏まえ、診療報酬上の対応

を検討してはどうか。

なお、現在、オンライン診療の適切な実施に関する指針について、改訂の検

討が行われているところ。

○ 遠隔医療における、個別の領域の利活用については、今後、各診療領域の学

会からの提案等、医療の質に係るエビデンス等を踏まえて、評価を検討しては

どうか。

○ 上記の検討にあたっては、オンライン診療の特性に鑑み、離島・へき地等の

医療資源の少ない地域における利活用と、それ以外の利活用を分けて、必要な

整理を行ってはどうか。

（主な意見）

○ 患者が気兼ねなく対面診療を受けられる環境づくりが大事。医療にどうし

てもアクセスできない場合に、オンライン診療が活用されるのであって、利便

性のみに着目した議論には慎重であるべきではないか。

○ オンライン診療が対面と同等であるかどうかのエビデンスが必要。また、個

別の疾患治療における有効性・安全性について、各診療領域の専門家からエビ

デンスを出していただき、それを踏まえて検討を進める必要があるのではな

いか。

○ オンライン診療は平成３０年度診療報酬改定時に相当厳格な要件のもとで

導入されたため、ほとんど算定されていない状況にある。安全性に支障がない

範囲で、緩和できる要件は緩和する方向で検討する必要があるのではないか。

○ オンライン診療の実績がある医療機関においても、「対面診療と比べ十分な

診療ができない」、「オンライン診療に対する患者のニーズは少ない」という検

証結果であり、オンライン診療に対する需要がないため算定数が少ないもの

となっているのではないか。

○ 働く世代の治療の脱落防止など、仕事と治療の両立のために、オンライン診

療の要件を適切なものに見直す方向で検討する必要があるのではないか。

○ オンライン服薬指導についてもオンライン診療と同様に、対面服薬指導の

補完であるため、薬局の偏在対策や在宅服薬指導などに取り組むことが先で

はないか。
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○ オンライン服薬指導については、薬機法改正の動向を踏まえつつ、推進して

いく必要があるのではないか。

○ 重篤な副作用が懸念されるハイリスク薬などは、医師や薬剤師が直接関わ

るべき。また、依存性や習慣性のある医薬品も服薬管理や服薬指導を慎重に行

う必要がある。対象とする医薬品は、種類の限定も含めて必要最小限に限定す

る方向で検討する必要があるのではないか。

（現状と課題）

○ オンライン診療は対面診療の補完として、離島・へき地等で限定的に行われ

ることが想定されていたが、近年のＩＣＴを活用した診療の実施例の増加等

に伴い、平成３０年度診療報酬改定において「オンライン診療料」等を創設。

○ 平成３０年度改定検証調査において、オンライン診療に対する考え方を尋

ねたところ、オンライン診療料の届出・実績ありの施設においても、「オンラ

イン診療に適した状態の患者は少ない」「オンライン診療に対する患者のニー

ズは少ない」という回答が多かった。

○ ＩＣＴを用いた遠隔モニタリングとして、エビデンスを踏まえ、平成３０年

度診療報酬改定において「遠隔モニタリング加算」を創設した。

○ 各診療領域におけるＩＣＴの利活用に関する調査を行ったところ、ほとん

どの学会が診療ガイドライン・診療指針等にＩＣＴの利活用に係る記載はな

かったが、一部の学会において「検討委員会の設置」「学会・シンポジウム・

研修会の開催」等の取組を行っていた。

○ 現状では、調剤時のオンライン服薬指導は特区を除き認められていない。薬

機法の改正案では、調剤時のオンライン服薬指導を一定のルールの下で認め

る規定が含まれている。

② 情報共有・連携について

（論点）

○ 情報共有・連携における利活用については、柔軟な働き方や、業務の効率化

にも資するものとして、適切な活用を妨げないよう、必要な対応を検討しては

どうか。

（主な意見）

○ ＩＣＴによる情報連携は推進すべきだが、診療報酬ではコストを負担する

のではなく、活用の妨げとなるような要件の見直しを検討する必要があるの

ではないか。

○ 電子版お薬手帳は紙と異なりコピーが取れないなど、医療機関では使いづ
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らい面もある。また、スマートフォンにロックがかかっているため、救急医療

の現場では、家族や救急隊が確認できないという欠点もあり、改善を促す必要

があるのではないか。

（現状と課題）

○ 他の関係機関との情報共有・連携のためにＩＣＴを活用している病院は全

体の約３割。活用しているＩＣＴはメールが全体の約７割で最も多く、電子

掲示板が全体の約２割で次に多い。

○ 平成３０年度診療報酬改定において、医療資源の少ない地域等において、Ｉ

ＣＴを用いてカンファレンスに参加する場合の要件を見直した。

○ 訪問看護ステーションにおける退院時共同指導の実施状況をみると、退院

時共同指導に要する時間は３０分～１時間未満、移動は３０分未満が多いが、

指導を実施できない理由として「医療機関が遠い」「スケジュールを調整でき

ない」「手間と報酬が見合わない」が約１割である。

○ 他の関係機関との情報共有・連携のためにＩＣＴを活用している在宅医療

機関は全体の約３割。活用しているＩＣＴはメールが最も多い。訪問看護ス

テーションにおける記録の電子化や情報連携等のためのスマートフォン等の

活用は４割以上の事業所で取り組まれている。

○ 患者の服用歴の管理のため、電子版お薬手帳の取組があるが、所持している

患者は約１割であり、電子版お薬手帳に対応できる薬局も約半数である。

（５）医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等について

① 医薬品について

①－１ ポリファーマシー、後発医薬品の使用促進、薬剤耐性への対応など

（論点）

○ 重複投薬、ポリファーマシー、残薬への対応、バイオ後続品を含む後発医薬

品の使用促進、長期処方時の適正使用、薬剤耐性(AMR）への対応等、医薬品の

効率的かつ安全で有効な使用等について、これまでの診療報酬上の対応やそ

の他最近の状況を踏まえ、どのように考えるか。

（主な意見）

＜重複投薬、ポリファーマシー、残薬への対応＞

○ 高齢化に伴い処方薬の種類数が増加するのは自然であり、また、かかりつけ
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医が他院の処方薬を引き継いだ場合でもその種類数が増加する。処方箋１枚

当たりの医薬品の種類数に着目した減算は、見直す必要があるのではないか。

○ 外来時におけるポリファーマシーについては、複数の診療科や医療機関を

受診する患者の場合、かかりつけ医や薬局との連携が重要である。

○ 外来時におけるポリファーマシーへの対策として、複数の診療科や医療機

関から医薬品を処方されている場合に、薬局が一元管理している服薬情報を

医療機関に提供することが処方内容の見直しのきっかけに繋がるのではない

か。

○ 入院時におけるポリファーマシーへの取組として、医療機関では多職種が

時間をかけて対応している。中でも病院薬剤師の役割は重要である。

○ 処方箋１枚当たりの種類薬の制限や２剤の減薬はポリファーマシーの根本

的な解決になっていない。多職種連携による定期的な処方内容の確認といっ

た服薬管理の推進について検討する必要があるのではないか。

＜後発医薬品の使用促進＞

○ 薬局では後発医薬品の使用割合が少ない場合の減算を導入している。医療

機関における、後発医薬品の使用割合の分布を分析して、後発医薬品の使用割

合が低い場合の減算措置を検討する必要があるのではないか。

○ 医療機関においても、後発医薬品やバイオ医薬品の使用促進については理

解し、協力しているが、適切な診断の下で、一定程度の後発医薬品への変更不

可が残る可能性があることにも理解が必要ではないか。

＜長期処方時の適正使用、向精神薬の長期処方への対応等＞

○ 長期処方の取扱の明確化が平成２８年度診療報酬改定で行われており、そ

の実効性が伴うように施策を講じるべきではないか。

○ 向精神薬の適正処方の推進に係る取組を行ってきたが、診療報酬上の取組

をさらに検討する必要があるのではないか。

○ 分割調剤の普及が進んでいない。分割調剤は認知度が低く、また、処方箋が

複数枚となり、技術料も分割されるなど、制度が複雑であるため、活用しやす

い仕組みを検討する必要があるのではないか。

＜フォーミュラリーの現状＞

○ 効能効果が同じであれば後発医薬品を第一選択にすることだけでもフォー

ミュラリーとなり得る。後発医薬品の推進の観点からも進めて行くべきと考

える。

○ フォーミュラリーの取組自体は評価するが、診療報酬上で評価する性質の
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ものではないと考える。

○ 関係学会等に対してフォーミュラリーを加味した診療ガイドラインの作成

を促す等の環境整備を進めていく必要があるのではないか。

（現状と課題）

＜重複投薬、ポリファーマシー、残薬への対応＞

○ ポリファーマシー（※）については、医療機関における処方薬剤の総合的な

調整や、薬局における処方医への減薬の提案について、報酬上評価を行ってき

た。

※ ポリファーマシーとは、単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連し

て薬物有害事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等の問題につな

がる状態を指す（多剤服用の中でも害をなすもの＝ポリファーマシー）

○ 残薬への対応については、薬局での残薬解消に向けた取組を評価するとと

もに、残薬に伴う減数調剤に係る処方箋様式の見直し等を行ってきた。

＜後発医薬品の使用促進＞

○ 後発医薬品の使用促進については、一般名処方の推進と変更調剤の取扱い

の明確化、後発医薬品の使用／調剤体制の評価等の取組を行ってきた。

○ 近年、医薬品の売上上位にバイオ医薬品が増えてきている。また、バイオ後

続医薬品の品目数も徐々に増えてきている。

＜長期処方時の適正使用、向精神薬の長期処方への対応等＞

○ 近年、処方日数は長くなる傾向にある。代表的な生活習慣病薬では、約３

０％で投薬日数が３０日を超えている。

○ 向精神薬への対応については、処方料・処方箋料の減算対象を拡大するとと

もに、ベンゾジアゼピン受容体作動薬である抗不安薬・睡眠薬の継続処方の適

正化を行っている。

○ 平成３０年度改定において、医療機関の抗菌薬適正使用支援チームの評価

や小児の外来診療時の抗菌薬の適正使用に関する取組の評価を新設した。

＜その他＞

○ 革新的な新規作用機序を有する医薬品について、「最適使用推進ガイドライ

ン」で施設要件等を設定している。粒子線治療等、高度な治療では、複数の視

点で適応の是非を検討することを求める施設基準が設定されている場合があ

る。

○ 医療機関等において医学的妥当性や経済性等を踏まえて作成された医薬品

の使用方針があり、フォーミュラリーと呼ばれている。
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② 医療機器について

②－１ 医療機器の効率的な利用について

（医療機器の共同利用）

（論点）

○ ＣＴやＭＲＩ、ポジトロン断層撮影（ＰＥＴ）にかかる共同利用の実態を踏

まえ、医療機器の効率的な利用をさらに推進する観点から、どのような対応が

考えられるか。

（主な意見）

〇 かかりつけ医機能を有する医療機関にＣＴなどの機器が配置されることで、

早期発見に寄与し、大病院での侵襲性の高い検査を減らしていると考えられ

る。

〇 日本は検査コストが低く、費用対効果は良いのではないか。

〇 ＣＴ/ＭＲＩの月あたり検査数が０件の医療機関に関しては、理由を把握す

べき。機器の販売実態を確認する必要があるのではないか。

〇 高機能の医療機器に高い診療報酬を付けているのは、むしろ高額な機器の

購入を促すことに繋がっているのではないか。

〇 共同利用を如何に進めるのかという課題は重粒子線装置などの特に高額な

医療機器に絞って検討する必要があるのではないか。

〇 共同利用をする場合としない場合のメリハリをつけて充実と適正化を図る

方向で検討する必要があるのではないか。

（現状と課題）

○ 日本のＣＴやＭＲＩの人口あたり設置台数は海外と比較して多い傾向にあ

る。また、ＣＴやＭＲＩの設置台数は増加傾向が続いている。

○ 日本のＣＴやＭＲＩの人口あたり検査数は海外と比較して多いが、１台当

たりの検査数は少なく、月あたり検査数が０件の医療機関も存在している。

〇 医療機器の適正かつ効率的な利用を促進する観点から、高機能の診断装置

について施設共同利用での撮影を評価すること等の対応を行っている。

○ 今後、より効率的な医療提供体制の構築に向け、医療機器の効率的な利用を

さらに推進していく必要がある。
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②－２ 医療機器の有効・安全な利用について

（ガイドラインに基づく画像検査の利用）

（論点）

○ 画像検査を有効かつ安全に実施する観点から、ガイドライン等に基づく画

像検査の実施をさらに推進していくために、どのような対応が考えられるか。

（主な意見）

〇 臨床上の必要性と検査の持つデメリットを考えながら、検討する必要があ

るのではないか。

（現状と課題）

〇 日本の医療被ばくの線量は世界的にみて高いという現状がある。特にＣＴ

検査による被ばくが大きな要因となっている。

〇 日本学術会議により、放射線利用の有効性を損なうことなく不必要な被ば

くを避け、国民の医療被ばくを低減するために、「ＣＴ検査による医療被ばく

の低減に関する提言」が行われている。

〇 日本医学放射線学会の「画像診断ガイドライン 2016」では、推奨されない

画像診断についても記載されている。例えば、軽度の頭部損傷を有する小児に

ついて、頭蓋内損傷のリスクを評価した上で、リスクが低い場合には頭部ＣＴ

検査を行うべきではないとしている。

○ ＣＴ等の画像検査を有効かつ安全に実施する観点から、ガイドライン等に

基づいた画像検査を、実態を踏まえながら進めていく必要がある。

②－３ 医療機器の有効・安全な利用について

（超音波検査の活用）

（論点）

○ 超音波検査について、高度化及び多様化が進む中、その評価をどのように考

えるか。

（主な意見）

〇 国民に必要な医療が提供されないことがないように留意しながら、検討す

る必要があるのではないか。

〇 在宅医療の場面などで簡便に行われている検査と、病院の中において精査

されている場合とは、区別した評価とする検討が必要ではないか。
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（現状と課題）

○ ＣＴやＭＲＩと比較して簡便、低侵襲かつ有用な検査方法として超音波検

査がある。

〇 医療現場で使用される超音波診断装置は高度化・多様化してきている。

○ 高度化、多様化する超音波検査について、評価の在り方を検討する必要があ

る。

（６）地域づくり・まちづくりにおける医療の在り方について

① 地域の状況を踏まえた入院医療の在り方について

（論点）

○ 地域における医療提供体制の確保を進めるため、異なる機能を担う医療機

関がそれぞれの役割を維持しつつ、医療機関間の機能分化・連携を進めやすく

するような評価の在り方について、各入院料の届出等の状況や、平成３０年度

診療報酬改定の対応を踏まえ、どのように考えるか。

（主な意見）

○ 地域によって人口変動や医療提供体制が様々であることから、診療報酬は

地域医療構想に寄り添う範囲での対応に留める必要があるのではないか。

○ 診療報酬は地域医療構想に寄り添い、後押ししていく観点から議論してい

く必要があるのではないか。

○ 入院医療の評価体系については、平成３０年度診療報酬改定での見直しの

検証を最優先に実施し、今後の対応を検討する必要がある。

○ 病床数が要件に入っている診療報酬の項目については、地域によっては病

床数に関係なく役割を果たしている医療機関があることに留意が必要である。

（現状と課題）

＜入院医療の現状＞

○ 入院患者数・入院受療率は、全体的に低下傾向。

○ 人口１０万人あたり病院数・病床数は、ともに減少傾向。一般病床数は、横

ばいから減少傾向。

○ 開設者別の病院病床数は、医療法人の占める割合が多く、構成割合に大きな

変化はない。

○ 2015 年から 2040 年の市区町村の人口変動をみると、人口が大きく減少する

市区町村が存在する。
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＜入院医療の診療報酬＞

○ 入院医療にかかる評価については、平成３０年度診療報酬改定において、基

本的な診療に係る評価（基本部分）と、診療実績に応じた段階的な評価（実績

部分）との２つの評価を組み合わせた評価体系に再編・統合した。

○ 一般病棟入院基本料の届出施設数は概ね横ばいだが、７対１や 10 対１の届

出病床数は減少傾向。地域包括ケア病棟入院料１、回復期リハビリテーション

病棟入院料１、療養病棟入院基本料１は、届出施設数・病床数ともに、増加傾

向。

○ 入院料別の開設者の割合をみると、いずれも民間の占める割合が多いが、一

般病棟入院基本料（７対１）や地域包括ケア病棟入院料１では、国立、公立、

公的・組合の占める割合が比較的多い。

○ 入院患者の状態をみると、概ね急性期の入院料の方が、年齢層が若く、要介

護・要支援が少なく、自立した患者が多い。

＜入院医療提供体制の施策＞

○ 医療計画において、都道府県が策定するべき事項として、医療圏の設定や基

準病床数の算定、地域医療構想等が定められている。

○ 地域医療構想の実現に向けて、これまで、地域医療構想調整会議の設置や、

公立・公的医療機関等の医療機能を見直すための改革プランの合意等の取組

を行った。

○ 地域医療構想の進め方として、都道府県は、構想区域の実情を踏まえながら、

毎年度、地域医療構想調整会議において合意した具体的方針をとりまとめる

こととされている。

② 地域における情報共有・連携について

（論点）

○ 患者の在宅復帰や、医療機関間の連携をさらに進める観点から、病床機能連

携にかかる評価の在り方について、平成３０年度診療報酬改定の対応を踏ま

え、どのように考えるか。

○ 医療情報の標準化や、地域医療情報連携ネットワークの構築については、基

盤整備のための基金が創設されたところ。医療機関間における診療情報の電

子的な送受にかかる評価の在り方については、今後、ネットワークの具体的な

活用状況やその効果等を踏まえて検討してはどうか。

○ 医療機関と薬局や訪問看護ステーションの連携について、医療現場の取組

状況や、平成３０年度診療報酬改定の対応を踏まえ、どのように考えるか。
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（主な意見）

○ 医療的ケア児への対応として、主治医から学校へ情報提供の視点が欠けて

いるため、充実させていく必要があるのではないか。

○ 平成３０年度診療報酬改定で新設された訪問看護における学校への情報提

供の評価について、算定要件が入学又は転学時と限定されているため、医療的

ケア児の状態やケアの変化に応じて必要な情報提供による学校との連携の強

化がなされるよう見直しを検討する必要があるのではないか。

（現状と課題）

＜病床機能連携にかかる評価＞

○ 平成３０年度診療報酬改定において、患者の在宅復帰や医療機関間の連携

を推進する観点から、在宅復帰・病床機能連携率等の要件の見直しを行った。

また、在宅や急性期病棟から患者を受け入れた場合の評価について、入院・入

棟元を在宅と急性期病棟で分けて評価することとした。

○ 入院料別の病棟の患者の流れをみると、急性期一般入院料１では自宅への

入退棟が多かった。地域包括ケア病棟・病室には自院の一般病床から、回復期

リハビリテーション病棟には他院の一般病床から入棟する患者が多く、とも

に退棟先は自宅が多かった。療養病棟では自宅からの入棟が多く、死亡退院が

多かった。

＜医療情報の標準化や地域医療情報連携ネットワーク＞

○ 医療分野におけるＩＣＴの活用を進め、効率的かつ質の高い医療提供体制

を構築するため、令和元年度に医療情報化支援基金が創設された。

○ 現在、地域によっては、医療機関間が診療上必要な医療情報を電子的に共

有・閲覧できる仕組みとして、地域医療情報連携ネットワークが構築されてい

る。

○ 平成２８年度診療報酬改定において、システム等にかかる一定の施設基準

のもと、画像情報・検査結果等の電子的な送受にかかる評価を新設し、算定件

数は増加傾向にある。

○ 薬局において、地域医療連携ネットワークを通じて診療情報や検査値を活

用し、投与量や有害事象の確認等の安全対策に取り組んでいる事例がある。

＜医療機関と薬局との連携＞

○ 平成３０年度診療報酬改定において、医療機関の求めに応じて服薬情報の

提供を行った場合の評価の拡充や、地域医療に貢献する薬局の評価等を行っ

た。
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○ トレーシングレポート（服薬情報提供文書）により、即時性が低いものの薬

物療法に必須な情報を薬局が医療機関に伝達し、次回診療時に活用する取組

が行われている。

＜医療機関と訪問看護ステーションの連携＞

○ 患者の入院等にあたり訪問看護ステーションから医療機関等への情報提供

の仕組みとして、平成３０年度診療報酬改定で新設された訪問看護情報提供

療養費３を算定した訪問看護ステーションは約１割。

○ 医療機関においては、専門の研修を受けた看護師による同行訪問や退院前

後の訪問指導を実施しており、算定件数は概ね増加傾向。

③ 医療資源の少ない地域等における医療提供体制について

（論点）

○ 医療資源の少ない地域への配慮として、平成３０年度診療報酬改定におい

ても、一部の報酬項目の緩和対象を拡大する等の対応を行ったところ。医療資

源の少ない地域等における必要な医療の確保を図る観点から、今後、どのよう

な対応が考えられるか。

（主な意見）

○ 医療資源が少ない地域等については、要件を緩和している診療報酬の算定

状況が低調であることについて更なる分析が必要である。医療提供体制の維

持のため、ＩＣＴの利活用等について検討する必要があるのではないか。

○ 歯科医療提供は地域においても重要であり、歯科訪問診療などの地域の歯

科医療ニーズや問題点を把握したうえで、診療報酬でどのような対応が可能

かを検討する必要があるのではないか。

○ 薬局の地域での偏在の是正が必要ではないか。

○ 在宅医療を考えた場合、無薬局の町村数を減少させていくことが重要では

ないか。

（現状と課題）

○ 医療資源の少ない地域については、一部の診療報酬項目について要件緩和

等を行っており、平成３０年度診療報酬改定においても、その対象を拡大する

等の対応を行った。しかし、医療資源の少ない地域に配慮した報酬項目の算定

状況については、算定の多い項目と少ない項目でばらつきがみられる。

○ 医療資源の少ない地域の医療機関にヒアリング調査を行ったところ、ＩＣ
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Ｔの活用に関する意見や、医療資源の少ない地域に配慮した項目の一部の要

件を満たすことが困難という意見があった。

○ 医療資源が少ない地域の薬局について、平成３０年度診療報酬改定におい

て、一定の基準を満たす場合に調剤基本料１を算定可能とする特例を設けた。

＜地域間の医師や外来医療機能の偏在・不足＞

○ 医療法において、地域の外来医療機能の偏在・不足等への対応や、医師確保

計画を通じた医師偏在対策について定められている。

○ 地域医療支援病院のうち、医師派遣・環境整備機能を有する病院の管理者に

ついては、医師少数区域等で一定期間勤務し、その中で医師少数区域等におけ

る医療の提供のために必要な業務を行った医師でなければならないこととさ

れる予定である。

○ 地域医療支援病院については、地域で必要な医療の確保を図る病院として、

診療報酬で評価している。

＜へき地医療＞

○ へき地における医療の確保については、へき地保健医療計画を医療計画に

一本化して進めることとされた。

○ 診療報酬においては、へき地医療拠点病院の指定を受けていること等につ

いて、一部の診療報酬項目の要件としている。

（７）介護・障害者福祉サービス等と医療の連携の在り方について

① 地域包括ケアシステムの構築に向けた介護サービスとの連携について

（論点）

○ 地域包括ケアシステムの構築をさらに推進する観点から、医療と介護の連

携に係る評価の在り方について、平成３０年度診療報酬改定における対応等

を踏まえ、どのように考えるか。

○ 在宅医療及び訪問看護に係る評価の在り方について、平成３０年度診療報

酬改定における対応等を踏まえ、どのように考えるか。

（主な意見）
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○ 在宅医療・介護連携については、今後も進めていく必要があるが、在宅医

療・介護連携推進事業についても、様々な課題があると聞いており、他の施

策との関連性も踏まえて、検討する必要があるのではないか。

○ 在宅医療の推進については、平成３０年度診療報酬改定における対応の検

証等を踏まえ、ＩＣＴの利活用等を含め、検討する必要があるのではない

か。

○ 平成３０年度診療報酬改定における医療・介護連携の推進の取り組みをさ

らに強化する必要がある。療養病床などにおいて退院できる状況にある患者

が退院できていない要因の分析と対策について検討する必要があるのではな

いか。

○ 訪問看護ステーションからの理学療法士等による訪問看護については、平

成３０年度診療報酬改定において、看護師が定期的に訪問を行って計画の実

施状況を見て評価することといった対応をしており、適正なサービス提供が

されているかどうか等、引き続き実態の把握に努めながら、検討する必要が

あるのではないか。

○ 訪問看護に従事する看護職員の増加がさらに求められている現状を踏ま

え、訪問看護の安定的な提供に向けて、訪問看護ステーションの大規模化

や、病院からの訪問看護の推進、医療機関との連携強化について考えていく

必要があるのではないか。

○ 訪問看護については、過剰な提供となっていないか、提供されるサービス

にばらつきがないかどうかといった様々な論点を踏まえ、重点化・適正化の

観点から、引き続き検討する必要がある。

○ 平成３０年度診療報酬改定において、在宅で療養しながら生活する小児へ

の支援を充実させるための対応等を行った。小児の訪問看護利用者は、近年

増加傾向が著しいことから、前回改定の検証をしっかり行い、必要な対応は

次回改定においても検討する必要があるのではないか。

（現状と課題）

○ 地域包括ケアシステムとは、地域の実情に応じて高齢者が、可能な限り、住

み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した生活を営むことができるよう、

医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保さ

れる体制をいう。

○ 平成３０年度診療報酬改定において、医療と介護の連携を推進する観点か

ら、介護報酬改定における対応を踏まえ、以下の対応等を実施。

・訪問診療の主治医とケアマネジャーの連携強化

・リハビリテーションにおける医療介護連携の推進
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・介護医療院・有床診地域包括ケアモデルへの対応

・国民の希望に応じた看取りの推進

○ 平成３０年度介護報酬改定において、地域包括ケアシステムの構築を推進

し、中重度の要介護者も含め、どこに住んでいても適切な医療・介護サービス

を切れ目なく受けることができる体制を整備するための対応等を実施。

＜訪問看護の利用状況等について＞

○ 訪問看護ステーションの数は徐々に増加しており、規模別に見ると、看護

職員数の多いステーションが増加傾向。

○ 訪問看護ステーションの利用者は、介護保険、医療保険とも増加傾向であ

り、特に医療保険の利用者数が増加。

○ 医療保険における訪問看護ステーションの利用者のうち、要介護被保険者

等の割合は横ばいであるが、特別訪問看護指示書の交付を受けている利用者

の割合は増加傾向

○ 訪問看護を受ける小児の利用者数は増加傾向であり、１５歳未満人口当た

りの利用者数で見ても、増加傾向

② 精神疾患に係る施策・サービス等との連携について

（論点）

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムを構築する観点から、地域移

行・地域生活支援を含む精神医療に係る評価の在り方について、平成３０年

度診療報酬改定における対応等を踏まえ、どのように考えるか。

○ 依存症対策について、それぞれの施策やエビデンスの構築等の進捗状況等

を踏まえ、専門的な治療等に係る評価の在り方について、どのように考える

か。

（主な意見）

○ 精神疾患については、地域の基盤整備の進捗状況や、サービスの利活用状

況等を把握した上で、関係機関の取組を踏まえた診療報酬上の対応について

検討する必要があるのではないか。

○ 退院後における障害福祉サービスとの連携がとれるよう、切れ目のない入

退院支援のさらなる促進・充実をはかる必要があるのではないか。

○ 依存症については、ギャンブル等依存症など、診断を含めた適切な診療の

提供について、その効果等のエビデンスの構築がなされた上で、診療報酬に
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おいて評価すべきかどうかについて慎重に検討する必要があるのではない

か。

（現状と課題）

○ 精神障害者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることが

できるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け

合い、教育が包括的に確保された地域包括ケアシステムの構築が必要。

○ 平成３０年度診療報酬改定において、地域移行・地域生活支援の充実を含む

質の高い精神医療を評価する観点から、以下の対応等を実施。

・専門的な精神医療の評価

・措置入院患者や重症患者に対する医療の充実

・長期入院患者の地域移行の推進

＜様々な依存症対策への対応について＞

○ 依存症対策については、保健医療分野から就労、生活支援分野まで広範な支

援策が求められること等から、取組を総合的かつ計画的に推進することを目

的として、依存症対策推進本部を設置。

【アルコール依存症について】

○ アルコール健康障害対策推進基本計画において、取り組むべき重点課題と

して、以下の事項が示されている

・飲酒に伴うリスクに関する知識の普及を徹底し、将来にわたるアルコール健

康障害の発生を予防

・アルコール健康障害に関する予防及び相談から治療、回復支援に至る切れ目

のない支援体制の整備

【ギャンブル等依存症について】

○ ギャンブル等依存症対策推進基本計画において、取り組むべき具体的施策

として、以下の事項等が示されている

・ギャンブル等依存症の標準的な治療プログラムの確立に向けたエビデンス

の構築等、治療プログラムの全国的な普及

【薬物依存症について】

○ 薬物依存症の患者に対する専門的な治療を評価する観点から、平成２８年

度診療報酬改定において、標準化された方法で実施する集団療法の評価とし

て、依存症集団療法を新設
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③ 障害児・者に係る施策・サービスとの連携について

（論点）

○ 地域で生活する障害児・者が、それぞれの有する疾患や障害等の状態等に

応じて、必要な支援を早期に受けられる体制を整備する観点から、専門的治

療や入退院支援、関係機関との連携等に係る評価の在り方について、平成３

０年度診療報酬改定における対応等を踏まえ、どのように考えるか。

（主な意見）

○ 発達障害を含めた障害児・者への対応については、１人ひとりの対応に要

する労力等を踏まえた十分な診療報酬上の手当てができているかどうかを含

め、現場の状況把握と課題抽出を進め、対応について検討することが必要で

はないか。

○ 医療機関と事業者等の医療機関以外の者が有機的に連携し、適切な医療が

行われるよう検討することが必要ではないか。

（現状と課題）

＜障害児・者に係る施策・サービス等の概要について＞

○ 地域社会における共生の実現に向けて、障害福祉サービスの充実等、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため、障害者総合支援法等に

基づき、給付や支援等を実施。

＜発達障害児・者への対応について＞

○ 発達障害児・者に対して、各ライフステージに対応する一貫した支援を行

うため、関係機関によるネットワーク構築や家族支援体制の整備を進めると

ともに、初診待機解消に向けた事業等を実施し、対策を推進。

○ 平成３０年度診療報酬改定において、発達障害等、児童思春期の精神疾患

の診療の機会を確保する観点から、以下の対応等を実施。

・小児特定疾患カウンセリング料の算定要件の緩和

・青年期の自閉症スペクトラムの患者等に実施される専門的な精神科ショー

ト・ケアに係る評価の新設

○ 医師が疾病又は負傷の治療上、又は日常生活や職業上必要であると認めて

患者に装具を装着させる場合、医師の指示や処方をもとに、医療機関以外の

事業者と連携して、患者に装具を提供している。
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＜その他＞

○ 「児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法

律」が公布されたところ（令和元年６月１９日成立、６月２６日公布）。

○ 平成３０年度診療報酬改定において、入退院支援加算の対象として、小児

における退院困難な場合を加える等の対応を実施。

（８）診療報酬に係る事務の効率化・合理化及び診療報酬の情報の利活用等を

見据えた対応

（論点）

○ 診療報酬に係る事務の効率化・合理化及び診療報酬の情報の利活用を見据

えた対応について、どのように考えるか。

（主な意見）

○ 効率化・合理化を更に進める必要があるのではないか。

○ 届出不要な書類についても、適時調査の際に提出を求められることがあ

る。実質的に簡素化されるよう見直す必要があるのではないか。

○ 郵便番号を入れることについては、保険医療機関において患者から聞き取

りをすることによるトラブルの懸念や事務負担が生じること、システム上の

負担も生じることから、被保険者証から転記することが基本ではないか。

○ 被保険者証に郵便番号を印字する場合、被保険者証の再発行など膨大なコ

ストが発生することから、費用対効果を勘案する必要があるのではないか。

○ レセプトに郵便番号を入れること自体は反対するものではないが、保険医

療機関及び保険者の負担を考慮し、マイナンバーカードを有効活用する必要

があるのではないか。

（現状と課題）

○ 施設基準の届出項目や手続き等が、保険医療機関の負担となっている。重

複項目の省略等、更に効率化・合理化する余地がある。

○ 告示や通知等の記載に曖昧な部分や合理的でない部分があり、算定可否の

判断に苦慮する場合がある。

○ 診療報酬明細書（レセプト）には、摘要欄にフリーテキスト形式で記載す

るものがあり、医療従事者の負担軽減の観点から合理化する余地がある。
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○ 平成３０年度診療報酬改定においては、留意事項通知等で算定可能な場合

が明示されているものについて、該当するものを選択して記載することとす

るなどの見直しを行った。

（９）その他

＜妊婦加算について＞

（現状）

○ 妊婦加算については、本年６月にとりまとめられた「妊産婦に対する保

健・医療体制の在り方に関する検討会」の議論の取りまとめを踏まえ、秋以

降の２ラウンドにおいて、必要な検討を行うこととしている。

（主な意見）

○ 妊婦加算の取扱いだけではなくて、妊産婦に対してどのような診療体制を

構築するのかという点も含めた全体的な議論を行うことが必要ではないか。

○ 妊産婦の方が納得して対価を支払う仕組みはもちろん、産婦人科以外に受

診したときの情報連携が非常に重要ではないか。
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（参考） これまでの中医協総会のスケジュールと主な議題

開催日 テーマ

３月

６日

キックオフ

３月

２７日

① 医療提供体制全般

４月

１０日

② 年代別・世代別の課題（その１）

周産期・乳幼児期

学童期・思春期

４月

２４日

③ 年代別・世代別の課題（その２）

青年期・壮年期・中年期・高齢期

人生の最終段階

５月

１５日

④ 患者・国民に身近な医療の在り方

診療報酬基本問題小委員会からの報告

５月

２９日

⑤ 働き方と医療の在り方

６月

１２日

⑥ 科学的な根拠に基づく医療技術の評価

医療におけるＩＣＴの利活用

診療報酬基本問題小委員会からの報告

６月

２６日

⑦ 医薬品・医療機器の効率的かつ有効・安全な使用等

診療報酬改定結果検証部会からの報告

７月

１０日

⑧ 地域づくり・まちづくりにおける医療の在り方

７月

１７日

⑨ 介護・障害者福祉サービス等と医療との連携の在り方

診療報酬に係る事務の効率化・合理化及び診療報酬の情報

の利活用等を見据えた対応

７月

２４日

振り返り 令和２年度診療報酬改定に向けた議論（第１ラウンド）の

概要


